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   平成３０年度調布市一般会計予算 

 

 

 平成３０年度調布市の一般会計の予算は，次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ92,540,000千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表歳入歳

出予算」による。 

 （債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債

務を負担する行為をすることができる事項，期間及び限度額は，「第２表

債務負担行為」による。 

（地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方

債の起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，「第３表

地方債」による。 

（一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れ

の最高額は， 4,000,000千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項

の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定める。 

(1)  各項に計上した給料，職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を 

生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

(2)  各項に計上した経常的経費（給料，職員手当等及び共済費を除く。） 

  に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内での一件金額 300

千円までのこれらの経費の各項の間の流用 
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  平成３０年 ３ 月 １ 日  提出 
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　　　　　　　 シ ス テ ム サ ー ビ ス 使 用 料
　

　　　　　　　 工　事　監　理　委　託
　 　　　　　　　 改　修　工　事

　　　　　　　 工　事　監　理　委　託
　 　　　　　　　 上　屋　整　備　工　事

　　　　　　　 整　備　委　託
　

　　　　　　　 工　事　監　理　委　託
　　　　　　　 建　設　工　事

起 債 の 目 的 起 債 の 方 法

千円

市 庁 舎 整 備 事 業 150,000

地 域 福 祉 セ ン タ ー 整 備 事 業 135,000 証　書　借　入

保 育 園 整 備 事 業 26,000

学 童 ク ラ ブ 施 設 整 備 事 業 31,000 又　　は

資 源 化 施 設 整 備 事 業 745,000

公 衆 便 所 整 備 事 業 49,000 証　券　発　行

都 市 計 画 道 路 整 備 事 業 417,000

市 街 地 再 開 発 事 業 80,000

生 活 道 路 等 整 備 事 業 322,000

自 転 車 駐 車 場 整 備 事 業 90,000

駅 前 広 場 整 備 事 業 930,000

橋 り ょ う 整 備 事 業 265,000

区 画 道 路 等 整 備 事 業 162,000

公 遊 園 等 整 備 事 業 80,000

鉄 道 敷 地 等 整 備 事 業 403,000

消 防 施 設 整 備 事 業 211,000

小 ・ 中 学 校 校 舎 等 整 備 事 業 1,231,000

社 会 教 育 施 設 整 備 事 業 158,000

ス ポ ー ツ 施 設 整 備 事 業 45,000

5,530,000計

ス タ ジ ア ム 前 歩 道 橋 整 備 事 業

　　　　第 ３ 表　　地　方　債

 限　　　度　　　額 

調 布 駅 南 地 下 自 転 車 駐 車 場 整 備 事 業

　　　　第 ２ 表　　債　務　負　担　行　為

事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　項

税 総 合 シ ス テ ム 事 業

市 庁 舎 免 震 改 修 事 業

調 布 駅 北 上 屋 整 備 事 業

－ 8 －



期　　　　　　　　　間

千円
　　自　　平　成　３０　年　度

２，３４３，９１７
　　至　　平　成　３６　年　度

　　自　　平　成　３０　年　度

２，１３５，９１２
　　至　　平　成　３２　年　度

　　自　　平　成　３０　年　度

３４５，８００
　　至　　平　成　３１　年　度

　　自　　平　成　３０　年　度

１３６，３７３
　　至　　平　成　３１　年　度

　　自　　平　成　３０　年　度

１，３６８，５９３
　　至　　平　成　３１　年　度

利　　　　　　　　率

 　　　５．０％以内（ただし，

　 　利率見直し方式で借り入

　 　れる資金について，利率 　　償還とする。ただし，財政その他の都合によ

　 　の見直しを行った後にお

　 　いては，当該見直し後の 　　繰上償還又は低利に借り換えることができる。

　　 利率）

　 

　　内に年賦又は半年賦の元金均等又は元利均等

　　り据置期間及び償還年限を短縮し，若しくは

　　

償　　　還　　　の　　　方　　　法

　　　借入れのときから据置きを含み，２５年以

限　　　　　度　　　　　額

－ 9 －



 

 

 

 

 

 

一般会計予算説明書 

（略） 


